第１７回教育委員会（定）
開会日時　　平成２４年　　９月　２６日（水）　　　午前　１０時００分
閉会日時　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　午前　１１時００分
開会場所　　教育委員会室
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　　委員　　別　府　明　雄

　　委員　　今　井　英　彦
　　委　　　　　員　　谷　田　　　泰
　　委員　　本　山　千惠子

　　委員　　北　川　容　子

出席事務局職員

　　事務局次長　　寺西幸雄　　　　庶務課長　　小　池　喜美子

　　学務課長　　森下真博　　　　生涯学習課長　　中島　実
　　指導室長　　矢部　崇　　　　新しい学校づくり担当課長　　田中光輝
　　学校地域連携担当課長　　大澤宣仁　　　　中央図書館長　　代田　治
署名委員
　　　　　　　　　　委員長

　　　　　　　　　　委　員
午前　１０時００分　開会

委員長　　本日は５名の委員の出席を得ましたので、委員会は成立いたしました。

　ただいまから、平成２４年第１７回教育委員会定例会を開催いたします。

　本日の会議に出席する職員は、寺西次長、小池庶務課長、森下学務課長、中島生涯学習課長、矢部指導室長、田中新しい学校づくり担当課長、大澤学校地域連携担当課長、代田中央図書館長の、以上８名でございます。

　本日の会議録署名委員は、会議規則第２９条により本山委員にお願いいたします。

　本日の委員会は２名から傍聴申し出がなされており、会議規則第３０条により許可しましたので、お知らせいたします。
○議事
日程第一　議案第１８号　東京都板橋区立図書館の指定管理者候補団体の選定について

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（中央図書館）
委員長　　日程第一　議案第１８号「東京都板橋区立図書館の指定管理者候補団体の選定について」、中央図書館長から説明願います。
中央図書館長　　それでは、議案第１８号「板橋区立図書館の指定管理者候補団体の選定」についてご説明いたします。

　まず、提案理由でございますが、東京都板橋区立図書館設置条例第８条第３項により、板橋区議会による指定管理者の指定議決に向け、選定委員会の結果に基づき、教育委員会が指定管理候補者団体の選定をする必要がございます。

　それでは、まず次ページの資料に基づきまして説明したいと思います。

　まず、１、選定経過でございます。

　１回目の選定委員会を６月２９日に開催いたしまして、選定要綱を初めとする内容、スケジュールについての説明をいたしました。

　募集に当たりましては、グループを３つに分けましてＡ、Ｂ、Ｃといたしました。また、１団体につき、Ａ、Ｂ、Ｃのうちから２つのグループまでを申し込めることとしました。

　そして、６月３０日から公募要領を配布いたしました。
　７月中下旬に事業者説明会、見学会を実施しまして、８月８日に書類の応募を締め切ってございます。

　その結果、Ａ、Ｂグループ各１団体、Ｃグループは５団体の合計７団体の応募がございました。各団体とも１グループのみの申し込みでした。

　８月３０日に２回目の選定委員会を開催いたしまして、第一次審査としまして審査員９名で書類選考と、税理士会に依頼しておりました財務評価を合わせて行いまして、７団体全てを選定いたしました。
　そして、９月２０日に３回目の選定委員会を開催いたしまして、第二次審査のプレゼンテーションを実施しまして、今回の候補者を選定した経過がございます。

　２、選定いたしました候補団体ですが、Ａグループにつきましては、赤塚図書館、高島平図書館、成増図書館の３館を運営する団体を選定するものでございます。株式会社図書館流通センターを選定いたしました。

　Ｂグループにつきましては、清水図書館、蓮根図書館、西台図書館、志村図書館の４館について株式会社ヴィアックスを選定いたしました。

　Ｃグループにつきましては、氷川図書館、東板橋図書館、小茂根図書館の３館につきまして、第一候補団体として丸善・東急コミュニティー共同事業体を選定いたしました。
　なお、Ｃグループにつきましては、第二候補団体としまして、東電通・リブネット共同事業体を選定しております。

　４の指定期間でございますが、平成２５年４月１日から平成３０年３月３１日までの５年間でございます。

　それでは、裏面でございますが、第一次・第二次審査の採点集計表を載せてございます。

　一番上のＡ、Ｂ、Ｃはグループで、その下のＡ社、Ｂ社とあるところが各団体でございます。
　審査員は９名でございましたので、配点４５点のところについては１人５点配分というような形になってございます。
　それぞれの評価項目に対する配点は、こちらの資料に記載のとおりでございます。なお、図書館の根幹となるべき業務につきましては配点を高く設定しているところでございます。

　なお、Ａ、Ｂグループにつきましては、成増アートギャラリーや志村コミュニティホールといった複合施設の管理がございますので、（１４）のところにございますが、評価項目がその分、多くなっているところでございます。
　第一次審査の合計点は記載のとおりでございます。
　Ａ、Ｂにつきましては１団体の申し込みであったため、選定団体としてふさわしいかどうかを選定委員会で審議の上、絶対評価、相対的評価を含めまして選定をいたしたところでございます。

　Ｃグループにつきましては、要綱では二次審査への選定は５団体以内としておりまして、二次審査で選定される見込みがない場合、５団体以内でも選定しないことができると決めているところでございます。
　その結果、一次審査で最低点のＥ社につきまして取り扱いを協議した結果、選定基準の絶対的な最低ライン以上には達しているとしたため、プレゼンテーションを実施して話を聞いてみようということになりまして、その結果、全ての団体を選定したところでございます。

　第二次審査につきましては、プレゼンテーションとその内容を受けて、書類での提案内容が期待どおり実施できるかどうかの総合評価で判定いたしました。配点及び合計点は記載のとおりとなってございます。
　最終的に、第一次審査と第二次審査の得点を合計いたしまして、審議の上、判定してございます。
　結果的に、ＡグループはＡ社、ＢグループはＢ社、ＣグループはＤ社となりまして、いずれも現在業務を行っている団体でとなってございます。

　Ｃグループの次点のＦ社につきましては、プレゼンテーションでは学校や地域との連携などの提案が特に評価され、二次審査で最高点を取り、結果として、選定されたＤ社との点数はわずかな差となりました。ただ、得点の差をくつがえすまでの明確な理由がないとのことで、選定委員会として得点どおりに選定したところでございます。

　今後、区立図書館としまして、今までの業務実績に満足せず、他団体から受けた提案を含めまして、候補団体に提案をしていきたいと考えているところでございます。

　報告は以上でございます。

委員長　　質疑、ご意見等がございましたら、ご発言ください。

　ちなみに、現在の指定管理者と違っているところはどこですか。
中央図書館長　　団体として違っているところと申しますと、Ｃグループのところですけれども、こちらの方は今、丸善株式会社というところが業務を行っているのですが、今回、東急コミュニティとの共同事業体ということでの申し込みになりました。その点だけが変わってございます。

次長　　私も審査の方にかかわったので、補足して説明させていただきます。
　図書館の基本的なサービス、ここで言いますと、点数が高いところの（１）から（６）くらいまでのところについては、各社ともそれぞれ、それなりのレベルには達しているかなというような評価でした。
　これからの図書館は、学校との連携ですとか、地域との連携ですとか、これから新しい課題に積極的に取り組んでいただける事業者を選定していくということが大切かというふうに思いまして、その辺のところは、学校長さんも選定委員に加わっていましたので、かなり意見、質問等が出されております。
　Ａグループ、Ｂグループ、Ｃグループで、地域ごとに違っておりますので、先生方のいる学校と、そのグループが違うというようなことで取り組み状況もかなり会社によって印象が違うのかなというところもありまして、学校との連携というのは項目として大事だと思いますので、どういうふうにかかわっていただけるのか、あるいは、ほかの地域でやっている良い事例もできないか、その辺も、これから基本協定を結ぶ、あるいは年度協定を結ぶ中で、事業者と相談して、学校の方も、余り地域図書館との連携というのは少なかったというふうに学校長さんもおっしゃっていましたので、研修の中に位置づけられないかとか、色んなことを広げていけるようなきっかけに今回はしていきたいと思っております。
　これからまた半年間ありますので、その中で、契約の中で具体的に、もう少し学校との連携は詰めていきたいというふうに思っております。

谷田委員　　次長からもお話がありましたけれども、図書館が頑張れば何とかなるというだけではなくて、学校側の姿勢というか、そういったものがすごく大事だと感じました。
　当然、この中で、残るために色々な提案をしたり、逆に、学校に対して、もうちょっとこういうことをしてほしいということまでは、なかなかそういう中では伺えない部分もありましたけれども、そのあたりは１つ課題かなというふうに思います。
　それからもう１つは、大手、今やっているところがどうしても有利になるという雰囲気はあるんです。そこら辺を今後どう考えていくのかということが１つあるというようなことと、Ａ、Ｂに関しては１社ずつしか手を挙げていただけなかったということも１つの課題だというふうに思っていますので。そのあたりについては、今後、次回はまた５年先ということになるのかもしれないんですけれども、何か考える上で、取り組んでいく必要があるのではないかというふうに感じています。

　以上です。

今井委員　　今回のこれは、全く賛成で、これについて、そのものについてではないんですけれども、当初、図書流通、そういう系の会社と、設備管理の会社がタイアップみたいな形が出てきたんですよね。

　多分、本の会社からすれば、それはすごくいい方向だとすると、設備管理とか日常の清掃は、２館、３館、４館ではなくて、もっと一括してしまった方が、多分、仮に規模の利益みたいなものがあるとすれば、図書館の施設管理、清掃みたいな、そういう業務委託と、それから図書館サービスについての業務委託みたいな２階建てにしてしまった方が安く上がるとか、将来的にはあり得なくはないかなみたいなことを、見ながら考えていました。今どうこうしてとか、全然そういう意味ではないので。

委員長　　Ｂ社に関して、区内経済活性化について非常に点数が少ないというのは、どういうことでしょうか。
中央図書館長　　こちらの配点基準が決められておりまして、申請団体が区内事業者というところはございませんでしたので、そのほかの基準で見させていただいたんですが、設備維持管理は、清掃業務等をさらに再委託する場合があるんですけれども、その場合は、区内事業者を５０％以上活用するかどうかという、そこら辺の判断基準がありまして、書面上「５０％以上」という記載がなかったという、そこら辺のことだったんですけれども。

委員長　　何となく、区の経済に多少とも貢献できるところがいいんですけれども。でも、ほかの合計点がいいので、それは仕方ないと思うのですけれども。ちょっと気になるなというぐらいのところです。
　ほかにございますでしょうか。
　特になければ。お諮りします。日程第一　議案第１８号「東京都板橋区立図書館の指定管理者候補団体の選定について」、原案のとおり決定することにご異議ございませんか。

（異議なし）

委員長　　では、そのように決定します。

○報告事項

１．平成２５年度予算の編成方針について
（資料庶－１・庶務課）

委員長　　それでは、報告事項について聴取します。報告１「平成２５年度予算の編成方針について」、庶務課長から報告願います。
庶務課長　　それでは、平成２５年度予算の編成方針についてご説明させていただきます。

　資料の方は、「庶－１」と書いてあるものをご覧いただければと思います。

　常々、区の財政も逼迫しているということを教育長の方からお話しさせていただいているところですけれども、来年度、平成２５年度の区の予算編成について方針等々が公表されておりますので、それについてご報告するものです。
　「平成２５年度当初予算編成資料」というところからご説明させていただきたいと思います。

　　こちらの１ページですけれども、「平成２５年度における予算・組織・職員定数に関する基本方針について（依命通達）」ということで、副区長から出されておりますが、今年度の社会情勢のこととかを書いてございまして、来年度の予算に関しましては非常に厳しいという、その背景をこちらに述べさせていただいてございます。
　それを踏まえまして、２番の記書きが方針ということですので、特に予算編成についてというところでご説明させていただきたいと思います。

　１、予算編成について。こちらを読み上げさせていただきます。
　予算編成に当たっては、以下の方針により的確に経費を見積もること。
　（１）「板橋区経営革新計画」のローリングによる見直し検討内容を十分に踏まえ、課題等を整理の上、確実に予算に反映させること。
　（２）「いたばしＮｏ．１実現プラン２０１５」のローリングの趣旨を踏まえつつ、「選択と集中」の視点から事務事業の徹底した精査・点検を行った上で、計画的かつ戦略的に事業構築を進め、平成２５年度予算に的確に計上すること。
　（３）限られた財源を有効に活用するため、全ての事務事業について再度総点検を行い、行政評価で指摘された内容や、過去の決算等の分析などあらゆる角度か検証し、事業の存廃を含めた見直しを聖域なく行うことにより、歳出のさらなる削減を図ること。
　（４）区税など自主財源については、経済情勢の推移や税制改正の動向等を把握した上で的確に捕捉して見積もるとともに、国庫支出金など特定財源の見込めるものについては、その確保に積極的に努めること。また、区税・分担金・負担金等の収入率の向上を図ることはもとより、収入未済、貸付金の償還未済については、解消に向けて全力で取り組むこと。さらに、行政財産の貸付、広告収入などの税外収入の確保についても積極的に取り組むこと。
　ということで、歳入の確保とともに、歳出の削減ということが強く、こちらに打ち出されております。
　２番、３番、組織改正及び事務改善、あるいは職員定数につきましては、予算と密接に絡むということから、こちらも効率的にするようにというような方針になってございます。

　それでは、めくっていただきまして、３ページ、４ページですけれども、こちらの方で、それでは、この厳しい状況、具体的な数字で上がっているものはどうかといいますと、４ページの方になります。
　こちらの方も簡単に、財源不足という点からご説明させていただきますけれども、平成２５年度当初予算フレームということで、大方の予測をさせていただいているところでございますが、そこで言いますと、歳入が１，７５４億１，４００万円程度ということになります。こちらは前年度比で３．４％の減ということです。
　また、歳出につきましては１，８２８億４００万円ということで、こちらは前年度比０．７％の増ということでございます。
　歳入が減で、歳出が増ということですので、歳入歳出差引額が７３億９，０００万円ほどあるという予測になってございます。この予測の内訳は、４ページに歳入、５ページをめくっていただきまして歳出の方がこのような内訳になっているということでございます。

　これだけ大きな財源不足の中で、先ほど申し上げました基本方針に沿って予算編成をしなければならないということになってございます。

　６ページは、横長になりまして恐縮ですけれども、教育委員会の部分につきましては部別歳出予算フレームということで、７ページの方をご覧いただきたいと思います。
　７ページのちょうど真ん中になりますけれども、教育委員会事務局ということで見ていっていただきます。
　部自主編成経費につきましては、教育委員会自ら編成するという意味の編成経費ということでございます。
　義務的経費につきましては、言葉どおり、こちらは義務として出していかなければいけない性質の経費ということになっています。

　政策的経費は、投資的な部分も含めまして、政策的に、先ほど「選択と集中」という言葉がありましたけれども、そちらに密接にかかわってくる経費ということになっています。

　合計のところを見ていただきますと、平成２４年度当初のフレームといたしましては２０３億３，３００万円という形になっていたものが、同じ時期のフレーム予測でありますと、平成２５年度フレームは１６４億８，０００万円ということで、平成２５年度につきましては３８億５，３００万円ほど予算として減らしていかなければならないという形になっています。

　特に、政策的経費につきましてはマイナスが大きくなっていますけれども、先ほどの経営改革計画、あるいはＮｏ．１実現プラン、いわゆる政策的経費のところで大幅な減が見込まれるということになっています。

　元に戻っていただきまして、２枚目です。
　このような予算編成をするためには各課がどのような努力をしなければいけないかということで、２枚目のところです。
　部別シーリングによる予算削減ということです。
　大変厳しい状況を踏まえまして、全庁的、板橋区のシーリング目標額ということにつきましては２０億円という大きな数字が出ておりますけれども、こちらを目標にせざるを得ないということでございます。
　シーリングの削減方法につきましては、（１）、（２）につきましては事務的な話になっていますけれども、（３）一律削減項目というところにつきましてはそれぞれの事業に深くかかわるものですので、こちらを説明させていただきます。

　シーリング目標の確実な達成に向けて、下記の事業については一律２０％の削減を行うということになってございます。

　先ほどのシーリング目標額につきましては、１０％の削減目標ということで、金額的には２０億円ということになっています。
　（３）につきましては一律削減項目ということで、こちらに掲げました①講座・講習会（区民・職員向け）、②イベント事業、③各種展示、それぞれ事務用品というようなことも含めました④事務所経費については、さらに厳しくて２０％の削減ということで実施していきなさいというような方針になっています。

　このようなシーリングの目標数字が示されたわけですけれども、それが教育委員会については、どのような数字になってくるかといいますと、めくっていただきまして、部自主編成経費のシーリングによる予算削減目標額ということになっています。
　そこの１４番のところを見ていただきたいと思うのですけれども、細かく内訳が書いてございますけれども、方針に則って計算しますと、私ども教育委員会事務局が、先ほどの方針に沿った形で目標とすべき金額は、４億９，３６４万１，０００円という数字になっています。
　これから予算編成は事務的な作業が進むわけですけれども、こうした方針に基づきまして、私ども事務局としては予算編成に取り組んでいかなければならないということでご報告させていただきました。
　私の説明は以上でございます。
委員長　　質疑、ご意見等がございましたら、ご発言ください。

谷田委員　　分からないので教えていただきたいのですけれども。

　まず、最初に説明があった部別歳出予算フレームの政策的経費のところは、実施計画からすると、これは４１億円もありますよね。

庶務課長　　はい。

谷田委員　　区のトータルとしては３６億円のマイナス、そういうことですよね。
庶務課長　　はい。

谷田委員　　それ以外に、収入の方が４億９，０００万円ということですね。これは大変ですよね。何か、できないことが出てくるというイメージですよね。政策的経費が３分の１になるんですね。
庶務課長　　政策的経費の大きなものとしましては、学校の改築、改修です。

谷田委員　　それがどれぐらいその中に含まれているか、何となく分かりますか。

　これだけ見ていると、とても残念な感じがするんですけれども。

庶務課長　　すみません。細かな数字とか資料は持ち合わせておりません。

教育長　　一番大きなものは、大規模改修をする予定でした向原中学校です。
新しい学校づくり担当課長　　板橋第一小学校、赤塚第二中学校の改築が終了するということで、政策的経費の実施計画では大幅に落ちています。

谷田委員　　逆に言うと、そちらのことは余り気にしなくてよくて、４億９，０００万円のことを気にした方がいいと、そういうふうなことですか。

庶務課長　　そうです。予算編成につきまして補足させていただきますと、４億９，０００万円というのが、ほかの部に比べて非常に大きいのではないかという感想をお持ちになるかもしれませんけれども、ここは先ほど申し上げました自主編成経費、要するに、自分たちの区の収入等々で賄っていかなければいけない事業が多いのでということになっております。

新しい学校づくり担当課長　　今の２校の改築ですけれども、債務負担が組まれていますので金額はほぼ確定なのですけれども、２校で約４０億円が平成２４年度の額となっていますので。そのほかにも学校の改築の経費は持っていますけれども、他の項目も含めれば、色んな差引はあろうかとは思います。

谷田委員　　そうすると、改築の計画が、ここは遅れるということですね。

　こうなってくると、やめることを決めるということでしょうね。何か、一つ一つを小さくするというよりは、なるべくものを絞って、色々大変かもしれないですけれども、もうこれはやめますということを決めていかないとなかなか難しいとは思いますけれども。

次長　　説明にありましたように、事業の経費を１０％、または、ものによっては２０％。２０％削減してしまうと、その事業自体の実施効果というのは、例えば講師を今まで有料だったのを無料にするということで継続できますというものもあれば、事業自体のあり方というか、それ自体が問われてしまうようなものもありますので、そういう面については廃止を含めた見直しをしていかないと難しいのかなというふうに思っております。

　その辺を事務局の中で抽出して、全体で相談していこうということになっておりますが、毎年こういう形で削減しておりますので、今、提示した５億円程度の金額を出すというのは、もう、かなり厳しい状況にきているのかなというふうに思っていますので、それは区役所全体の調整の中でまた図っていくということ、あるいは、財政課の査定の中でやっていくということも出てくるのかと思いますが、教育委員会事務局としては、できる限りそういう目標に近づくように精査をしているところです。

　廃止も含めて、またご相談をさせていただかなければならないかと思っております。
委員長　　税収の落ちは板橋区だけの問題ではないので、区がどうのこうのというのはなくて全体的な問題ですから、やむを得ないと思いますし、民間企業と違って、何か別の事業を始めようなどというわけにもいかないので非常に難しいところだと思いますけれども、希望としては、少なくとも教育の質は落とさないところでやっていただきたいというのがあります。
　昔、私がおりました青健などですと、予算が減ってくると、どうしても事業の数を減らさざるを得ないことになりますし、この間、別のところで相談しておりましたけれども、青健の事業は結構スタッフの弁当代がかかるので午前中だけで終わる事業にしてしまおうとか、そういう涙ぐましい努力もしておりますけれども。少なくとも教育の質だけは落とさないでほしいというのがあります。

教育長　　去年もシーリングで、こういう形で、１０％ではなかったですけれども削っていきまして、かなり各事業とも見直しをして、今まで少しのりしろ部分のような形でとってあった部分は、ほとんど去年でさらったんですよね。

　今年は、本当に今、谷田委員がおっしゃったようにそのやり方ではとてもできないので、場合によっては、事業そのものをやめた方がいいという点検をしてもらっています。それにしても４億９，０００万円はとても。

　ほとんど、教育費というのは人件費に絡んでくることですとか、自主財源で全部やっていますから、こんなすごい金額が出てしまうんですけれども、これを大幅に削るというのは難しいと考えていますけれども、検討してもらっています。

　その中で私の方からお願いしているのは、今、別府委員長がおっしゃったように、教育の質だけはどうしても落としたくないというところがありますから、１つは、学校にかかわる人材を派遣しています、学習指導講師だとか、そういう部分の人件費については削らないでほしい、人が学校からいなくなるということは絶対しないということ。

　それと、学力向上ということでフィードバック学習をずっと進めて、４年生から中２までようやく一連のものができるようになってきましたから、これに関しては削らない。
　それから、授業改善を進めていく上で、各学校の校内研究だとか奨励研究だとか、研究が非常に活発に行われています。それにかかわる報償費ですとか、そういったものについては削らないでほしい。

　その３点だけはお願いをしているところです。

今井委員　　委員長がおっしゃった点とか、教育長のご指摘はすごく大事ですよね。大体、どう考えても、このやり方は教育委員会が一番不利な方法ですから。次長がおっしゃったように、後の交渉というのがすごく大事なのかな、そこで頑張ってもらうことが大事かなという気がします。

　学習指導講師は、多分、学校側から見ると、板橋区教育委員会が歴史的に行ってきた施策の中でナンバーワンですよね、学校の評価は。

　フィードバックのあのシステムは、もう板橋は絶対やらなくてはだめでしょうという感じですから、そういうところはぜひ本当に、それから研究を含めて、頑張っていただければと思います。

次長　　区の方も「選択と集中」ということでやろうというふうになっていますので、教育の部分については、教育委員会として根幹にかかわる部分については選択して、そこに集中的に経費を投入していくという考え方でいくということにならざるを得ないのかなと思っておりますが、個々の事業を見ていくと色々また課題はあるのかなと思っておりますので、また、精査していきたいと思っております。

委員長　　大学との公開講座も、以前は例年やっていたのが隔年に減ってしまって、ひょっとすると今度は２年置きになるのではないかという危惧もしていますけれども、あれなども、結構参加される方は多くて、日大、帝京などは３００人ぐらい来られるわけですから、続けていきたいというのはあります。

　逆に、どうしても続けるなら、多少費用を上げてでもやった方がいいのかなという気もいたします。先日は、公文書館の講義を聞きに行きましたけれども、あれはただなんですよね。だから、あれだって１，０００円ぐらい取れば、もうちょっと資料代ぐらいには反映できるかなというのもありました。定員以上の応募があったそうですから。

今井委員　　今のその公開講座ですけれども、「継続します」みたいなアナウンスはしっかり。要するに、各大学は自主的にやるわけで、区民としては学習機会が大事で、主催者、共済者が誰かというのは、多分優先順位は次なので。ですから、そのアナウンス、周知徹底は、コストゼロで、限りなくゼロでも頑張ってやりますよ、みたいな姿勢を区民にお知らせしておくことが必要かなと。もちろん、もう十分お考えのことだと思うのですけれども。
生涯学習課長　　その大学の公開講座につきましては、既に今年度初頭から、あり方について大学と協議に入っているところでございます。

　ただ、今５校でやっておりますが、それぞれの大学によって考え方が違うという部分で、これからどういうふうに調整していこうかというのが、これからの課題だと思っております。
委員長　　では、予算については、よろしいでしょうか。

○報告事項

２．板橋区青少年問題協議会の設置について
（資料生―１・生涯学習課）

委員長　　では、報告２に移ります。「板橋区青少年問題協議会の設置について」、生涯学習課長から報告願います。
生涯学習課長　　それでは、「生―１」をご覧ください。
　板橋区青少年問題協議会を新たに設置することになりましたので、ご報告するものでございます。
　まず、設置の目的でございますが、本協議会は、青少年問題に関する総合的施策の樹立について、重要事項の審議や関係行政機関相互の連絡調整を図り、区長及び区内にある行政機関に対し意見を述べることを目的に設置するものでございます。

　これは、地方青少年問題協議会法に基づき、条例で設置された区長の附属機関でございまして、その時々のテーマで協議していただいておりまして、今年度、新たなテーマで開催するものでございます。

　今回の協議テーマでございますが、「「家庭・学校・地域の新たな連携の方策について」～地域における青少年健全育成のあり方を求めて～」とさせていただきました。

　このテーマの選定理由でございますが、まず、平成１８年の教育基本法の改正により、「父母その他の保護者が子の教育について第一義的責任を有する」と位置づけられたこと。また、学校・家庭・地域の役割と責任の自覚化と相互の連携、協力が明記されたこと。そして、これを受けました形で、板橋区教育委員会では、平成２０年７月に「いたばしの教育ビジョン」で、「いきいき子ども！あたたか家族！はつらつ先生！地域が支える板橋の教育」のもとに、学校・家庭・地域がそれぞれの役割を見直し、連携しながら、本来の役割を十分果たしていく社会の実現という理念が示されております。

　この実現のために「いたばし学び支援プラン」を策定しまして、現在、様々な事業が行われておりますが、新たに進めてきております学校を単位とした事業と、地域で活発に行われている様々な青少年を対象とした事業がある中で、これらの連携について、適正な形で機能しているかどうかということを改めて検証して、さらなる連携、協力を進めていくことが必要であるというふうに考えておるところでございます。
　また、いじめの問題も含めまして、青少年を取り巻く状況が大きく変化しているという現状を踏まえまして、家庭・学校・地域における役割について、再度、整理して、連携すべきだという話がありますけれども、連携とは何かというふうなことも含めて連携の意義や目的をしっかり明確にしまして、新たな連携の方策について様々な方からご意見をいただき、協議していただこうというふうに思っております。

　会長は区長でございます。委員、幹事につきましては、記載のとおりでございます。
　今回の特徴といたしましては、青少年に直接かかわっておられる方々にメンバーに入っていただいて、実際面での経験を通したお話を伺い、どうすれば本当に手を結んで、新たな施策、あるいは今やっている施策を有効に展開できるかということを本気で考えていただきたいというふうに思っております。

　第１回の協議会は１０月２５日午前を予定しております。

　また、スケジュールでございますが、平成２６年３月までの約１年半で、小委員会も含めまして、１０回程度の会議の開催を予定しておるところでございます。

　ご報告は以上でございます。
委員長　　質疑、ご意見等がございましたら、ご発言ください。

谷田委員　　地域の子供たちの成長とか、学校に行ったりとか、そういったことを地域の大人たちが積極的にやっていったり、その中で、学校とか地域とつながっていくということはすごく大事だと思うのです。

　そのときに、企業の視点というか、例えば以前に、何年か前ですけれどもＰＴＡ会長とお話ししたら、「ＰＴＡ会長をしていることを会社に言えないんですよ」という話を聞くわけです。それは、出世にかかわる可能性があるんですという話ですよね。それは企業としてあっているのかなということもありますよね。

　企業がどうだからということでもないんですけれども、もっとこういったことに積極的に参加していく方が豊かな人生が歩めることは間違いないと思うし、その人が豊かに生きていくことこそが、企業としても、働いている人にもしっかり戦力として働いてもらえるというか、何かそういった部分もあるというふうに思っています。

　逆に言うと、働いている人も、仕事が忙しいから地域にはかかわらないというか、それを１つの逃げ口にしてしまっている部分もあると思って、企業側だけの責任ではないんですけれども、もっと地域にかかわることが、長い目で見ても、自分にとっても、家族にとってもプラスになる、豊かになるというか、そんなようなことが、新たな連携とか考え方の中に出てくると面白いというか。

　さっきの予算の話もそうですけれども、企業をもっと教育に引っ張り込むということは必然なのかなと思うのです。
　ですから、こういうときにも、そういう視点をどこかに交ぜてやっていただくといいのかなというふうに感じました。
生涯学習課長　　今まで、なかなかそういうところまで入り込んだ話はされてきていないというふうに思いますので、ぜひ、その辺の視点も含めまして協議会で取り入れて協議していただきたいというふうに思います。ありがとうございました。

本山委員　　公募委員が２名になっておりますけれども、それ以外は、皆さんお１人ずつなんですね。区立小学校ＰＴＡ連合会代表もお１人ですよね、中学校も。

生涯学習課長　　はい。

本山委員　　顔ぶれを想像してみると、結構お年を召した方が集まる可能性が高くて、例えば、小学校ＰＴＡ連合会に限っては複数とか。お若い方の発言はどうなんでしょうか。私がその昔、もしこういう立場に立ちますと、お歴々を前にしてなかなか発言が難しいかなと思いまして。

　もっとお若い人たちに参加していただける、現役の小学生をお持ちの方とかが参加していただけるような工夫があってもいいかなと思いました。
生涯学習課長　　まず、公募委員でございますけれども、もうこれは選定が終わっておりまして、応募してこられた方は、結構、高齢の方が多かったです。その中でも、少しでも年齢の低い方ということも考慮に入れた選定を今回させてはいただいたんですけれども、それにしても最高齢ではもう八十何歳の方からいらっしゃいますので、なかなか難しかったかなというふうに思っております。

　また、ＰＴＡにつきましては、これはまだお若い方ですので、特に、今までは、実際に直接そこの現場にかかわっている人ではない方がメンバーでおられたので、今回は本当に子供たちとかかわっている方たちをここに入れたいというふうな工夫はさせていただいております。
　また、協議してもらう中に、ぜひ、学習会と言ったら変ですけれども、今の青少年の現状はどうなっているのという部分の講演等を入れさせていただきながら、子供たちの実態についてしっかり理解した上で協議していただこうかというふうなことは考えておるところでございます。

　ですので、例えば今ご指摘がございましたので、その際に、公開という形で、このメンバーだけではなくて若い方に来ていただいて、直接意見を交える場も工夫していけたらいいかなというふうに考えております。ありがとうございました。
今井委員　　生涯学習課と学校地域連携担当課は、連携がいいのですごくありがたいんですが、ここでぜひ、学校支援地域本部にスポットが当たるようなことが何度かあると、例えば、青健の方たちとの融合みたいなこととか、そういうのが将来的に出ていく芽になるといいのかなと感じました。
　というのは、この間の高島地区の研修会でお話ししてきたんですが、文部科学省系の研究機関があって、そこの研究プロジェクトの立て方などというのを見てみると、学校支援地域本部で、１０年前の学校を開くというのではなくて、自主的に教科の教育だとか生活指導だとか、そういう根幹の部分で学校を開く、あるいは地域の人材なり、教員以外の人材が入ってくるということがすごく当たり前、それがありがたい、その先生の教育に集中し、その効果があるみたいなことをトータルで学校の機能が増えるよね、みたいなことがあって、例えば世の中に職種として認められて、あるいは資格みたいなものが付与されるような、例えばスクールソーシャルワーカーというのを配置するとか、教員を補助するような専門職みたいなものが社会的に職業として認定されて入ってくるみたいな、そういうような学校の新しい社会に、１０年、２０年の話ですけれども。

　そういうことをやっている欧米、そういう資格制度みたいなもので教諭以外の専門集団が学校に入っているみたいなことを実現していく方向に向けての作戦としては、学校支援地域本部が、先生から見てもこれはいいよねという状況がない限り、多分そちらに移行していかない。

　そうなると、先生が何でもやる時代、病院で言えば、お医者さんが、看護師さんの仕事もレントゲン技師さんの仕事も何でもやるみたいなことが続いてしまうみたいなことなので。多分、色んなレベルでそういう掘り起こしをやっていく中で、今回の青少年問題協議会もそういう役割があるのかな、みたいにして見ていました。
生涯学習課長　　ありがとうございます。当然、学校地域連携担当課の方でも、学校支援地域本部については様々な部分でＰＲされておられるところなんですけれども、残念ながら、青健等、地域の方々に十分伝わっているという部分では、まだ弱いかなというふうに思っております。

　今回、この協議会の中に学校支援地域本部の方に入ってもらうというのは、そこをもう少し理解を深めてもらいたいという気持ちがございましたので、今、委員がおっしゃったような形で、ぜひ学校側の理解とともに地域の方の理解ということも深めていって、それをまた青健の事業等で生かしてもらうような連携ができないかということは探っていきたいというふうに思っております。どうもありがとうございました。
委員長　　ほかにございますか。

　小学校、中学校までは割と地区でもよく分かってはいるんですけれども、高校生になると、地域の立場からいうとほとんど分からない。だから、その辺が、ある程度、解明していい方向に行けばいいかなと思っております。

生涯学習課長　　ありがとうございます。前回、「地域が支える中高生の健全な育ちと自立への方策」というのを出しましたので、これをまた引き継ぐような形で今回協議できれば有効かなというふうに思っております。どうもありがとうございました。

委員長　　よろしいでしょうか。

　それでは、次に教育委員会次第にはありませんが、追加報告事項として、まず本山委員の方からお願いいたします。
本山委員　　今週の月曜日だったんですけれども、東京都心身障害者福祉センターの主催で、高次脳機能障害者相談支援研修会というのに参加してきました。テーマが「小児期発症（受傷）の高次脳機能障害児・者の支援について」ということで、神奈川リハビリテーション病院小児科部長の栗原まな先生のお話を聞いてきまして、講演２が「高次脳機能障害者のご家族の体験から」ということで、お三方から大変生々しい、中身の濃い発表を聞いてまいりました。
　栗原まな先生も、私は、柔道の中学校導入のときに申し上げたんですけれども、また柔道が導入されるということで心配していらっしゃいましたが、それとは別に、小学校１年生の交通事故とか、事故とかの受傷率が全然下がっていないそうなんです。
　小学校１年生のときの飛び出し事故やなにかで脳損傷を受けるというようなことはずっと続いているそうです。今は軽度発達障害と言いませんが、その発達障害にすごく似ていますが、ちょっと違って、この小児期で、乳幼児期でもそうなんですけれども、普通に発達していて受傷して高次脳機能障害になるという場合は、まだお医者さん達でも知らない方もいらっしゃったりして注意が必要なんだそうです。
　都心身障害者福祉センターの係りの方が、教育相談所にはこのお誘いを回せましたが、教育委員会には壁があってお誘いがかけられなかったと言っていました。

　定員もそんなに多くないので、２５０名定員でほぼいっぱいでしたが、教育相談所の先生方や養護の先生方などにぜひ聞いてほしかったです。この神奈川リハビリテーション病院は、先駆的に高次脳機能障害に対応している施設です。とても辺鄙なところなんだそうですけれども、この神奈川リハビリテーション病院が１１月１０日に「小児・後天性脳損傷セミナー」というのを開くそうです。

　受講料が無料で、資料代が１，０００円はかかるんですけれども、これをぜひ校長会などでお知らせいただいて、参加していただければと思いました。

　もしかしたら、この９月２４日の研修会にも教育相談所の先生がいらしていたかもしれませんけれども。
委員長　　ありがとうございます。ということです。子供の交通事故が多いというお話ですけれども、幸いにして板橋では子供はないんですよね、お年寄りは多いんですけれども。去年の死亡者……、今年ですか、今期かな、東京一でした、大田区と一緒に。死亡７人かな、交通事故死。子供は入ってなかったです。幸いと言ってはいけないんですけれども。
教育長　　今回の議会で質問が出ているんですけれども、警察の発表によれば、今年の１月から６月で、軽症で小学生が４６人、交通事故に遭っていますよね。
　そのうちで登下校にかかわるのが３件というのが出ています。幸い、余り脳機能障害を伴うような大きな事故は今のところ起こっていません。
　学校でも随分交通安全教室などをやってくれていますので、これからも警察と連携して、ちょうど交通安全週間ですからやっていきたいなと思っています。

委員長　　その辺は、地域でもうまくやれば協力できる部分もあるので。ありがとうございました。

　ほかに報告事項はございますでしょうか。

（なし）
委員長　　なければ、以上をもちまして、本日の教育委員会を終了いたします。

　ありがとうございました。
午前　１１時　００分　閉会
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